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 ベネズエラ経済（2015年 6月） 

 

１ 経済概要 

（１）政府の各種政策・統計 

●非公式情報（会計事務所とベネズエラ中央銀行関係筋等）によると，２０１４年６月

から２０１５年５月までの年間インフレ率は，１０８％に達した。 

●マドゥーロ大統領は，国内生産拡大の手立てを模索すべく，民間企業との対話を実施

すると発表し，マルコ経済・財務・公共銀行大臣を担当大臣に指名した。 

 

（２）政府予算・財政 

●６月３０日付の外貨準備高は，１６１．８３億米ドル（前月比8.1%減）となった。 

●非公式情報によると，政府はIMFの特別引出権（SDR）から１５億米ドル引き出した。

２０１５年は，４月の３．８億米ドルと併せ，１８．８億米ドルを引き出したことになる。 

 

（３）石油・天然ガス産業 

●PDVSA は，エクソン・モービル社との合弁で設立した米 Chalmette 製油所を売却した。

売却額は，３．２億米ドルとみられ，PDVSAは５０％の株を所有していた。 

●PDVSAは，ロシア・中国と融資交渉を実施した。露ロスネフチ社と５０億米ドルにのぼ

る原油生産プロジェクトへの融資を交渉中である。他方，中国との交渉につき，チャシン

PDVSA副総裁は，半年以内に中国から原油生産プロジェクへの融資５０億米ドルを受けとる

と述べた。 

 

（４）自動車産業 

●エル・トゥルディ陸上輸送・公共事業大臣は，部品不足により稼働停止にある公共バ

スや自家用車への手当てとして，①総額３．５億米ドルの SICAD 入札，②中国基金から拠

出した１．８億米ドルにのぼる完成部品の政府直接輸入，③同基金から拠出した４億米ド

ルによる現地組立用生産材料の政府直輸入を実施すると発表した。 

 

（５）その他産業 

●アリタリア航空は，ローマ－カラカス便を２．５億米ドルの債権回収完了まで停止す

ると発表した。 

 

（６）外貨発給状況 

当地マクロ経済分析会社エコアナリティカは，２０１５年１月から４月の外貨清算は，

前年同期に比し，４１．６％減少したと発表した。 
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２ 経済の主な動き 

（１） 政府等の各種政策・統計 

ア 経済指標（実績） 

●食糧バスケット 

労働者情報分析センター（CENDA）は， ５月の食糧バスケット価格を，２４，６９４ボ

リバルと発表した。前月比８．４％増加，前年同期比１２４．９％増加，最低賃金の３．

７ヶ月分に相当する。 

（11日付ｴﾙ・ﾅｼｵﾅﾙ紙，ｴﾙ・ﾑﾝﾄﾞ紙） 

  

イ 経済指標（予測） 

●HSBC は，２０１５年のＧＤＰ成長率及びインフレ率をそれぞれマイナス７．５％，１

７５％と予測した。同行は，政府が，長期的視点からの経済運営を行っておらず，決断力

を欠いていることに憂慮した。 

（3日付ｴﾙ・ﾅｼｵﾅﾙ紙）  

 ●非公式情報（会計事務所とﾍﾞﾈｽﾞｴﾗ中央銀行関係筋等）によると，２０１４年６月から

２０１５年５月までの年間インフレ率は，１０８％に達した。エコノミストは，中央銀行，

経済・財務・公共銀行省，統計局がそろって経済指標を公表していないことに警鐘を鳴ら

した。 

（6日付ｴﾙ・ﾅｼｵﾅﾙ紙） 

●当地政治経済情勢調査会社ダタアナリシスは，２０１５年５月の基礎物資不足率が，

６０．７％に達したと発表した。販売店での不足率は，トウモロコシ油が９５％，植物性

油が９４％，コーヒー・牛乳が８４％，牛肉が６４％等であった。物不足の状況下，価格

統制品などは，例えば，４００ボリバルで購入したものを転売すれば，５，６００ボリバ

ルの利益を得ることができる。物不足の原因に対するアンケートの結果は，外貨不足７４％，

企業の国有化７２％，価格統制５５．１％等であり，物不足の責任者に関するアンケート

結果では，政府４９.５％，転売屋９％，企業６．７％等であった。 

（16日付ｳﾙﾃｨﾏｽ・ﾉﾃｨｼｱｽ紙、ｴﾙ・ﾑﾝﾄﾞ紙） 

 ●ベネズエラ工業連盟（Conindustria）が，加盟企業６００社へ行ったアンケートによ

ると，５４％が生産活動が減少したと回答した。各社の在庫状況については，４ヶ月以上

が１８．４％，２－３ヶ月が５２．６％，１ヶ月が２３．７％，１ヶ月以下が５．３％と

なった。 

（17日付ｴﾙ・ﾑﾝﾄﾞ紙） 

●ブルームバーグは，２０１６年のベネズエラのデフォルトの確率を４４％と発表した。 

外貨準備高が，最近１０年で最も低水準である１６０億米ドルに下落したことが，海外の

投資家の厳しい評価につながっているとしている。 

（20日付けｴﾙ・ﾅｼｵﾅﾙ紙） 
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 ●バンク・オブ・アメリカは，２０１５年のインフレ率を１７２．４％と予測した。同 

年１月－５月は月平均で８．７％，２０１４年６月－２０１５年５月は１０８．１％とな 

り，ハイパーインフレの可能性を示唆した。 

（22日付ｴﾙ・ﾅｼｵﾅﾙ紙） 

 

ウ 各種政策・規制・規則 

●為替関連不正調査の所管が，５月２８日より，経済・財務・公共銀行省から，国家貿

易機関（Cencoex）に移管された。 

（1日付ｴﾙ・ﾑﾝﾄﾞ紙） 

●カベージョ租税監督庁（SENIAT）長官は，２０１５年１月-５月までに，３，５１１．

９億ボリバルの罰金を徴収したと発表した。５月単月の徴収額は，３６５億ボリバルとな

った。徴収金額は，公共事業やミッション関連事業の資金に充てられる。 

（2日付ｳﾙﾃｨﾏｽ・ﾉﾃｨｼｱｽ紙） 

●デルガド商業大臣は，２０１４年９月－２０１５年４月の非伝統品輸出が，２０億米

ドル，２０１５年の同分野の輸出目標額が，１００億米ドルであることを明らかにした。 

（3日付ｳﾙﾃｨﾏｽ・ﾉﾃｨｼｱｽ紙） 

●米国勢調査局によると，２０１５年１月－４月のベネズエラと米国との二カ国間貿易

額は，８４．８億米ドルと前年の１３４．９億米ドルから３７．１３％減少した。ちなみ

に，対米総輸出の９３．８４％は石油である。 

（5日付ｴﾙ・ﾅｼｵﾅﾙ紙） 

●政府は，学校教材分野への外貨特別競売を検討中である。業界関係者は，商業省と国

内生産の増強策（詳細不明）について協議した。学校教材分野への外貨特別競売への適用

為替レートについては未定である。 

（4日,10日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙） 

●オソリオ経済的供給担当副大統領兼食糧大臣は，食糧品の価格調整は必要に応じて実

施し，１－２ヶ月後には，食糧の供給を安定させると発言した。他方，生活基礎物資６品

目（石鹸・洗剤等）の供給については調査実施後，新たな供給政策を発表すると述べた。

物不足や購買者の行列等の問題は，国会議員選挙に向けた野党陣営の陰謀だと批判した。 

（8日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙，ｴﾙ・ﾅｼｵﾅﾙ紙，ｳﾙﾃｨﾏｽ・ﾉﾃｨｼｱｽ紙、ｴﾙ・ﾑﾝﾄﾞ紙） 

●９日付で，ベロテラン大臣に代わり，イバン・ヒル前食糧安全保障担当副大統領が，

農業・土地大臣に再任された。なお，同日付で，同新農業・土地大臣は，農産物管理公社

（la Empresa de Propiedad Social Agropatria）総裁に任命された。 

（10日ｴﾙ・ﾅｼｵﾅﾙ紙，ｳﾙﾃｨﾏｽ・ﾉﾃｨｼｱｽ紙） 
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●カベージョ国会議長、マルコ経済・財務・公共銀行大臣，カベージョ産業大臣，ジョ

フレダ・ベネズエラ貿易公社（CORPOVEX）社長は，ブラジルを訪問し，ルーラ元ブラジル

大統領と面談し，食糧，医薬品等の技術移転を含め，両国関係強化で合意した。 

（11日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙,ｳﾙﾃｨﾏｽ・ﾉﾃｨｼｱｽ紙,ｴﾙ・ﾑﾝﾄﾞ紙） 

●オソリオ食糧大臣は，スーパーや薬局での消費者の買占め防止策としてこれまでの消

費者のＩＤ番号による購買割当方式を改め，指紋認証方式へ切り替える旨発表した。 

（17日ｴﾙ・ﾅｼｵﾅﾙ紙，ｳﾙﾃｨﾏｽ・ﾉﾃｨｼｱｽ紙，ｴﾙ・ﾑﾝﾄﾞ紙） 

●租税監督庁（SENIAT）は，輸出申請手続きから外貨管理利用者システム（RUSAD）への

登録を不要とした。ベネズエラ輸出協会会長は，本決定を歓迎し，さらなる輸出手続きの

簡素化を要望した。 

（18日,19日付ｴﾙ・ﾑﾝﾄﾞ紙） 

●ウルグアイ政府は，ウルグアイ企業の乳製品等の対ベネズエラ輸出債権７千万米ドル

を原油で回収することを計画していると発言した。他方，ベネズエラ政府が，乳製品の輸

入先を価格の安いニュージーランドへ切り替えようとしていることに憂慮を示した。 

（25日，26日付ｴﾙ・ﾅｼｵﾅﾙ紙） 

●国連貿易開発会議（UNCTAD）は，２０１４年の海外からベネズエラへの直接投資は，

３．２億米ドルであり，前年比８８％減少したと発表した。また，ベネズエラの２０１５

年のビジネス環境（Doing Business）ランキングは，１８９ヶ国中，１８３位であった。 

（26日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙，ｴﾙ・ﾅｼｵﾅﾙ紙） 

●マドゥーロ大統領はアルゼンチンの公共投資大臣と会談を行い，食糧及び医療分野の

新たな二カ国間発展協力に合意した。 

（26日付ｳﾙﾃｨﾏｽ・ﾉﾃｨｼｱｽ紙） 

●マドゥーロ大統領は，商業及び工業分野等でのイランからの５億米ドルの二ヶ国間融

資に調印した。また，イランから日用品の輸入やそれらの製造工場建設についても合意し

た。 

（27日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙） 

●マドゥーロ大統領は，国内生産拡大の手立てを模索すべく，民間企業との対話を実施

すると発表し，マルコ経済・財務・公共銀行大臣を担当大臣に指名した。マルコ経済・財

務・公共銀行大臣は，現状や要望の把握のため，企業との対話を開始し，セラーノ国家貿

易機関（Cencoex）長官，デル・ピノ PDVSA総裁も会議に参加した。 

（28日付ｴﾙ・ﾅｼｵﾅﾙ紙，29日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙) 
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エ 政府の経済指標データ公表遅延 

●国際経済評議会会長は，ベネズエラ政府による，ＧＤＰ成長率や，インフレ率等経済

指標データの発表遅延に憂慮を示し，公式データの発表が成されないことが，国内経済の

不安定さを露呈していると発言した。 

（1日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙） 

 

オ 価格統制令の改正 

●全国貿易サービス協会会長（Consecomercio）は，価格統制令の改定において，不正に

対する処罰強化を懸念していると発言した。マドゥーロ大統領は，５月１２日に価格統制

令の改正を実施する旨発表するも，未だに官報による公示はない。 

（26日付ｴﾙ・ﾅｼｵﾅﾙ紙） 

 

カ 国連からの諮問会議 

●メネンデス企画大臣は，国連の経済的，社会的及び文化的権利委員会との会議でベネ

ズエラの経済状況に関し質問を受けた際，同大臣は，失業率やインフォーマルセクターの

割合等が減少し，公共投資も継続していると強調した。同大臣の指数改善アピールに対し，

国連側は，物不足や治安悪化，人権侵害，労働環境等状況の改善のための具体案等につき

質した。 

（3日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙，ｴﾙ・ﾅｼｵﾅﾙ紙） 

 

キ 第２回ＥＵ・ＣＥＬＡＣ首脳会合及び関連事項 

●１０日，アレアサ副大統領が参加した，本会議において，ＥＵがラ米諸国への１．２

億ユーロの投資を承認した。 

●ギリシャのエネルギー大臣は，ベネズエラを訪問し，エネルギー部門の協定に調印す

ると発表した（当館注：10 日，11 日にﾌﾞﾘｭｯｾﾙで開催された EU・CELAC 首脳会議にて，両

国は二カ国間会談を実施した。）。 

（27日付ｳﾙﾃｨﾏｽ・ﾉﾃｨｼｱｽ紙） 

 

ク 企業接収の係争関連 

●国際投資紛争解決センター（Ciadi）は，ベネズエラの企業接収への賠償として，エク

ソン・モービル社（16 億米ﾄﾞﾙ）及び Owens-Illinois 社（4.5億米ﾄﾞﾙ）への支払いに対す

るベネズエラ政府の再審議申立てを却下した。他方，化学肥料企業 Gambrinus 社のベネズ

エラ政府に対する賠償申立（5.1億米ﾄﾞﾙ）についても，却下した。 

（19日，20日ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙，ｴﾙ・ﾅｼｵﾅﾙ紙,ｴﾙ・ﾑﾝﾄﾞ紙） 
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（２） 政府予算・財政 

ア 外貨準備高 

 ●６月３０日付の外貨準備高は，１６１．８３億米ドル（前月比 8.1%減）となった。 

（6月 30日付 BCV ﾌﾟﾚｽﾘﾘｰｽ） 

 

イ 追加予算承認 

●６月の国会（財務・経済開発委員会）による追加予算の承認額は，約１,３７６億ボリ

バルとなった。これにより，２０１５年の累計追加予算承認額は，約４,０６０億ボリバル

となった。 

（2日付臨時官報6183号， 9日付官報40678号，16日付官報40683号, 9日付官報40692号） 

●政府は，８件の追加予算，８７３億ボリバルを承認した。うち，約８３６億ボリバル

は，最低賃金の引上げ（2月:15%増，5月:20%増，7月10%増）に対応するものである。 

（2日付臨時官報6183号，2日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙，ｳﾙﾃｨﾏｽ・ﾉﾃｨｼｱｽ紙，ｴﾙ・ﾑﾝﾄﾞ紙） 

 ●国会予算委員会は，２件の追加案件約５５億ボリバルを承認した。内訳は，経済・財

務・公共銀行省に約５２億ボリバル，医療ミッション関連約３億ボリバルとなった。 

（9日付官報40678号） 

 

ウ 為替制度関連 

●フェレール国会議員は，複数為替の統一と国内生産・サービスの強化によるインフレ

抑制の必要性を説いた。非公式情報によると，政府は公定レートを１米ドル＝６．３ボリ

バルから同２５ボリバルへの切り下げを検討しているとされる。 

（1日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙，2日付ｴﾙ・ﾅｼｵﾅﾙ紙） 

 

エ 金の保有 

●ワールド・ゴールド・カウンシル（World Gold Council）によると，ベネズエラは， 

ラ米で最大の金（ゴールド）保有国（３６７トン，ラ米全体の６９．３％）であると発表

した。以下，２位はメキシコの１２２トン，３位はブラジルの６７トン，４位はアルゼン

チンの６１トンとなった。 

（3日付ｴﾙ・ﾅｼｵﾅﾙ紙） 

 

オ ２０１５年２回目の特別引出権（SDR）の行使 

●非公式情報によると，政府はIMFのSDRから１５億米ドルを引き出した。２０１５年は，

４月の３．８億米ドルと併せ，１８．８億米ドルを引き出したことになる。 

（11日付ｴﾙ・ﾅｼｵﾅﾙ紙） 
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カ 当地経済分析機関エコアナリティカの報告 

●エコアナリティカによると，２０１５年５月の外貨基金は，前年同月に比し，４７．

７％減少した。国家開発基金（Fonden）は，４４．４％減少し，３０億米ドルになった他，

中国基金等他の基金も減少した。また，同社は，政府が，対外債務支払に必要な外貨の４

分の１しか手配できていないと分析している。２０１５年は対外債務及び輸入代金支払に，

２１０億米ドルが必要であるのに対し，IMFの特別引出金，金（ｺﾞｰﾙﾄﾞ）のスワップ，ペト

ロカリベ債権の割引返済により５３．５億米ドルを確保したのみであり，世銀やIMF等の国

際機関からの借入が必須とした。 

（20日付ｴﾙ・ﾅｼｵﾅﾙ紙，23日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙） 

 

（３） 石油・天然ガス産業 

ア ベネズエラ原油価格・原油生産量（実績） 

●６月の原油輸出価格は，１バレル５６．３５米ドル（前月比増減なし，OPEC 同 60.29

米ドル,WTI同 59.87 米ドル,BRENT同 63.90米ドル）となった。原油生産量は，日量２３７

万バレル（前月比 0.4%増，前年同月比 1.3%増）となった。 

（石油鉱業省,OPEC） 

  

 イ 第１６７回ＯＰＥＣ総会 

●チャベス石油鉱業大臣は，５日，ウィーンで開催された第１６７回ＯＰＥＣ総会に出

席した。総会前に，減産による原油市場価格安定のためＯＰＥＣ加盟国の合意を取付ける

と発言した。本総会にて，イランとともに石油価格は１バレル＝７５～８０米ドルである

べきと発言したが，加盟国全体での総生産日量３千万バレルの継続が決定された。総会後，

チャベス大臣は，原油価格の改善に向け，引き続き努力するとした。 

（2日－6日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙，ｴﾙ・ﾅｼｵﾅﾙ紙，ｳﾙﾃｨﾏｽ・ﾉﾃｨｼｱｽ紙，ｴﾙ・ﾑﾝﾄﾞ紙） 

 

ウ 天然ガス 

●PDVSA が，コロンビアからの天然ガスの輸入契約を６月３０日で打ち切ると発表した。

月量５千万立方フィートを輸入していたが，供給の不安定さや契約違反等が主な理由であ

る。 

（12日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙，ｴﾙ・ﾅｼｵﾅﾙ紙） 
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エ その他 

●官報第４０６７４号にて，ロドリゲス外務大臣は， PDVSA の国際関係担当副総裁に任

命された。 

（3日付官報第 40674 号） 

●デル・ピノ PDVSA 総裁は，ベネズエラ産の重質油と軽質油の混合による生産コスト削

減について発言し，アルジェリア，アンゴラ，ナイジェリア，イラン等の軽質油産出国が

混合案に興味を示しているとした。 

（12日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙，ｴﾙ・ﾅｼｵﾅﾙ紙） 

●デル・ピノ PDVSA 総裁は，インドを訪問し，Petrocarabobo の出資パートナーである

Oil India LTD（OIL）社，Indian Oil Corporation（IOC）社及び ONGC社と会談した。OIL

社との会談では，プロジェクトの生産面での開発を引き続き進めていくことが再確認され，

同社は，PDVSAにとって，戦略的なパートナー企業であり，ベネズエラにおいて，その他の

生産事業へ参画するだけの力があると発言した。 

（16日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙） 

●チャベス石油鉱業大臣は，世界最大の原油埋蔵量を誇るオリノコベルトへの民間企業

の投資を招致し，低価格かつ効率的で，競争力のある生産体制を創出するためには，民間

企業との合弁が必要であると発言した。 

（17日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙，ｳﾙﾃｨﾏｽ・ﾉﾃｨｼｱｽ紙，ｴﾙ・ﾑﾝﾄﾞ紙） 

●PDVSA は，ロシア，中国と融資交渉を実施した。露ロスネフチ社とは，Petromonagas

プロジェクト（現状の株式比率：ロスネフチ社１６．７％，PDVSA８３．３％）への５０億

米ドルにのぼる融資を交渉し，一方，ロスネフチ社は同プロジェクトへの自社の株式比率

増を PDVSA へ要求した。他方，中国との交渉につき，チャシン PDVSA 副総裁は，半年以内

に中国から原油生産の融資５０億米ドルを受けとると述べた。 

（18日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙） 

 

●２０１４年の中国のベネズエラへの投資分野（単位:10億米ﾄﾞﾙ） 

 

（14日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙） 
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●２０１４年の中国のベネズエラへの投資分野 

 

（14日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙） 

 

●PDVSA は，エクソン・モービル社との合弁で設立した米 Chalmette 製油所を売却した。

売却額は，３．２億米ドルとみられ，PDVSAは５０％の株を所有していた。今回の売却につ

き，エコノミストは，製油所の売却は政府の外貨不足を証明していると警鐘を鳴らした。 

（19日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙，ｳﾙﾃｨﾏｽ・ﾉﾃｨｼｱｽ紙，ｴﾙ・ﾑﾝﾄﾞ紙，22日付ｴﾙ・ﾅｼｵﾅﾙ紙） 

●第１５回ペトロカリベ閣僚級会合がカラカスで開催され，１８か国の代表者が出席し

た。ベネズエラからはロドリゲス外務大臣，チャベス石油鉱業大臣及びデルガド商業大臣

が出席し，ペトロカリベの枠組みは，原油を供給するだけでなく，インフラ，電気，医療，

食糧，教育等にも寄与しており，今後も原油供給を継続すると明言した。他方，デルガド

商業大臣は，加盟国間の関税撤廃を提案し，商品ごとの関税等のデータ提出を参加各国に

対して要求した。 

（30日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙，ｳﾙﾃｨﾏｽ・ﾉﾃｨｼｱｽ紙，ｴﾙ・ﾑﾝﾄﾞ紙） 

 ●ペトロカリベ加盟国への原油供給割当と供給実績（単位 :千ﾊ ﾞ ﾚ ﾙ /日）

 

（2014年 PDVSA年次報告書） 
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'14年の中国の各国への融資額（US$10億）

融資額がGDPに及ぼす影響 (%)

ﾍﾞﾈｽﾞｴﾗ ﾌﾞﾗｼﾞﾙ ｱﾙｾﾞﾝﾁﾝ ｴｸｱﾄﾞﾙ

2013年 2014年
ｱﾝﾃｨｸﾞｱ・ﾊﾞｰﾌﾞｰﾀﾞ 4.4 1 .1 0 .9 ▲0.2
ﾍﾞﾘｰｽﾞ 4 2.6 2 .4 ▲0.2
ﾄﾞﾐﾆｶ国 1 0.3 0 .3 0
ｴﾙｻﾙﾊﾞﾄﾞﾙ 7 6.4 5 .9 ▲0.5
ｸﾞﾗﾅﾀﾞ 1 0.7 0 .8 0 .1
ｸﾞｱﾃﾏﾗ 20 － － －
ｶﾞｲｱﾅ 5.2 4 .4 4 .6 0 .2
ﾊｲﾁ 14 14 13.6 ▲0.4
ﾎﾝｼﾞｭﾗｽ 20 － － －
ｼﾞｬﾏｲｶ 23.5 22.3 17.9 ▲0.4
ﾄﾞﾐﾆｶ共和国 30 28.6 23.3 ▲5.3
ｻﾝｸﾘｽﾄﾌｧｰ・ﾈｲﾋﾞｽ 1.2 0 .9 0 .6 ▲0.3
ｻﾝﾋﾞｾﾝﾃ・ｸﾞﾚﾅﾃﾞｨｰﾝ 1 0.5 0 .5 0
ｽﾘﾅﾑ 10 3.3 3 .4 0 .1
ｷｭｰﾊﾞ 98 99.3 89.4 ▲9.9
ﾆｶﾗｸﾞｱ 27 26.7 24.6 ▲2.1

増減計 ▲22.9

供給量実績原油割当
(13,14年共通)

増減
( '13年 vs  '14年)
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（４） 自動車産業 

ア 生産・組立/販売台数（実績） 

ベネズエラ自動車会議所（CAVENEZ）は，加盟全７社の６月の自動車生産台数が，１，８

８１台（前年同月比 161.6%増）となった旨発表した。他方，国内生産車，輸入車の国内

販売台数は，それぞれ，１，８７３台（前年同月比 73.4%増），１１台（前年同月比 22.2%

減）となった(当館注：いずれも前年同期に比し増加しているが，あくまでも前年数字が

異常に低かったことによるものである。)。 

（15日付 CAVENEZ発表） 

 

イ 車両の米ドル建て販売 

●関係者によると FORD以外の組立会社も政府と本スキームを協議している。他方，FORD，

GM，Chrysler の各労働組合長は，政府の米ドル建て販売に否定的な意見に対し，政府への

直談判を要請した。 

（1日付ｴﾙ・ﾅｼｵﾅﾙ紙，3日付ｳﾙﾃｨﾏｽ・ﾉﾃｨｼｱｽ紙） 

 

ウ 公共バスの部品不足により，全国５州で抗議活動が勃発 

●エル・トゥルディ陸上輸送・公共事業大臣は，２週間以内に中国から５０万点のタイ

ヤ等自動車部品が到着すると発言した。 

（10日付ｴﾙ・ﾅｼｵﾅﾙ紙) 

 

エ 政府は自動車分野へ総額９．３億米ドルを投入 

●１０日，エル・トゥルディ陸上輸送・公共事業大臣は，部品不足により稼働停止にあ

る公共バスや自家用車の手当てとして，①自動車関連企業を対象とした総額３．５億米ド

ルの SICAD 入札，②中国基金から拠出した１．８億米ドルにのぼる完成部品の政府直接輸

入，③同基金から拠出した４億米ドルによる現地組立用生産材料の政府直輸入を実施する

と発表した。 

（11日，12日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙，ｳﾙﾃｨﾏｽ・ﾉﾃｨｼｱｽ紙，ｴﾙ・ﾑﾝﾄﾞ紙） 

 

オ SICAD入札 

●１５日，国家貿易機関（Cencoex）のホームページにて入札の公示，前回の入札への参

加条件の変更点として，外貨管理利用者登録システム（RUSAD）に登録済であること，自動

車関連部品のベネズエラへの輸入経験が有ること，落札後４５日以内に船積をすること等

が変更された。対象品目は，車両，部品組立材料や国内で製造されていない完成品，製造

のための道具等となった。 

（16日ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙，ｳﾙﾃｨﾏｽ・ﾉﾃｨｼｱｽ紙，ｴﾙ・ﾑﾝﾄﾞ紙） 
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●２２日，結果が発表され，落札総額３．４９億米ドル，同企業数２３９社，同平均レ

ートは１米ドル＝１２．８ボリバルとなった。結果発表後，落札者は規定に従い，１０日

以内に必要書類を提出したが，エル・トゥルディ陸上輸送・公共事業大臣は，外貨支払ま

での日数につき言及はなかった。 

（23日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙，ｳﾙﾃｨﾏｽ・ﾉﾃｨｼｱｽ紙，ｴﾙ・ﾑﾝﾄﾞ紙） 

●農作業機械業界は，入札の対象外とされたことを政府に抗議した。同業界は５万台の

トラクターの内，１．８万台が部品不足で止まっており，２，５億米ドルを必要であると

訴えた。 

（24日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙） 

●ベネズエラタイヤ代理店協会（Asocaucho）は，入札に参加した８４社中，２社しか，

自動二輪協会（Aifem）は，入札参加企業５社のうち，１社しか入札の結果を受け取ってい

ない。 

（26日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙） 

 

カ 自動車部品の政府直接輸入 

●エル・トゥルディ陸上輸送・公共事業大臣は，自動車部品の政府直接輸入につき言及

し，輸入した部品の供給と販売につき，政府が選定した 28の代理店へのみ卸売を実施する。 

また，適正価格外販売や転売を防ぐために，販売網を見直しすると発言した。 

（17日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙，ｳﾙﾃｨﾏｽ・ﾉﾃｨｼｱｽ紙，ｴﾙ・ﾑﾝﾄﾞ紙） 

 

キ 各社状況 

●FORD 及び GM は，工場稼働率１５％で生産を継続しており，Chrysler は，約３週間工

場稼動が停止している。 

（23日付ｳﾙﾃｨﾏｽ・ﾉﾃｨｼｱｽ紙） 

●Renault社はベネズエラからの撤退の噂を否定した。補給部品輸入の為，SICAD入札に

参加しており，完成車の輸入許可を受け取るべく政府と交渉を進めている旨明らかにした。 

（24日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙） 

●GMは，企業会計上の適用為替を１米ﾄﾞﾙ＝１３ボリバルから同２００ボリバルへと為替

評価を変更し，６ 億米ドルの評価損を計上した。同社関係者は，ベネズエラ及び南米での

オペレーションにおいて，影響はないと発言した。 

（26日付ｴﾙ・ﾑﾝﾄﾞ紙） 

 

ク 中国製のバス完成車買い付け 

●政府の１，５００台の買付による，中国 Yutong 製完成バスの初回ロット（２３９台）

が到着した。政府系銀行経由で，低金利融資条件にて公共バス運営企業へ販売される。 

（29日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙） 
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（５） その他 

ア 航空 

●イベリア航空は，２０億ユーロの負債を抱えるも，週３便でカラカス－マドリード間

のフライトを継続すると発表した。 

（3日付ｴﾙ・ﾅｼｵﾅﾙ紙） 

 ●ガイアナ政府は，債権未清算を理由にコンビアサ航空のガイアナへの着陸を許可しな

かった。ベネズエラへの旅行者は，ガイアナ発の復路便がないので，空港で夜を明かした。 

（8日付ｴﾙ・ﾅｼｵﾅﾙ紙） 

 ●国際航空運送協会（IATA）によると，ベネズエラの２０１５年１月－４月の航空券販

売は，前年同期に比し５２％減となった。他方，インターネットによる米ドル建ての航空

券購入が２０１５年１月－４月で３０％－３５％増加した。 

（8日，11日付ｳﾙﾃｨﾏｽ・ﾉﾃｨｼｱｽ紙） 

●政府は各国際航空会社への債務総額３７億米ドルを国債にて支払うことを計画してい

る。 

（17日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙，ｴﾙ・ﾅｼｵﾅﾙ紙） 

●アリタリア航空は，ローマ－カラカス便を２．５億米ドルの債権の支払完了まで停止

すると発表した。既に航空券を購入している顧客には，エアー・ヨーロッパ航空のマドリ

ード経由，ローマ行の便に振り替えるとした。 

（17日付ｳﾙﾃｨﾏｽ・ﾉﾃｨｼｱｽ紙，ｴﾙ・ﾑﾝﾄﾞ紙） 

●米国の格安航空会社ダイナミック航空が１７日よりカラカス－フォート・ラウダ－デ

ル間の運航を開始すると発表した。就航に掛かる初期投資費用は約２０万米ドル，航空券

は米ドル及びボリバル建てのいずれも購入可能としている。 

（25日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙） 

 

イ 電力 

●電力業界労働組合長は，発電所の補修・整備のための部品・器具の不足を訴えた。 

（7日付ｴﾙ・ﾅｼｵﾅﾙ紙） 

●電力労働組合長は，４月２８日からの電力使用制限は効果的ではなく，不十分である

と発言し，政府方針に反し，数ヶ月間で大小３００以上の停電が発生していると述べた。

また，公証人役場等は，日当たり１，５００人の手続き処理をしなければならず，営業時

間の短縮により業務の対応が不可能と現状を嘆いた（当館注：増大する電力需要に対し，

気温上昇に起因する需要増への対応のため，公的機関の勤務時間の短縮，民間企業への自

家発電使用を推奨する等の使用抑制策を発表，実施した）。 
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●９日，チャコン電力大臣は，政府等公的機関の勤務時間短縮により一定の節電効果が

得られたとして，勤務時間を元に戻すと発表するも，２２日に，７月より新たな節電対策

を実施すると発言し，家庭での電力使用に関し，必要電力量を超える部分について，２０％

消費を減らすとの目的を掲げるとした。 

（8日，10日，23日付ｴﾙ・ﾅｼｵﾅﾙ紙） 

●チャコン電力大臣は，将来，電気代への補助金の打切りを示唆  

（22日付ｴﾙ・ﾑﾝﾄﾞ紙） 

●各国の電気料金（単位：米ドルセント / キロワット) 

 

（22日付ｴﾙ・ﾑﾝﾄﾞ紙） 

 

ウ 食糧 

●小麦粉労働組合は，３つの製粉工場の稼働が原料在庫不足で停止中と発表した。 

(10日付ｴﾙ・ﾅｼｵﾅﾙ紙) 

●ベネズエラ食品団体（Cavidea）は，政府の農産品配送許可統合システム（SICA）によ

る流通許可書の発効遅延を批判した。４８時間の発効遅延が発生し，食糧を運ぶトラック

の３千台以上が稼働停止となっている。オソリオ食糧大臣は，遅延の原因は，システムが

サイバー攻撃にあったためと説明した。各関連団体から再発防止に備え，不具合時の代替

システム構築が求められた。 

（22日付ｴﾙ・ﾑﾝﾄﾞ紙，25日付ｴﾙ・ﾅｼｵﾅﾙ紙） 

●官報第４０６９０号で官民の食品関連企業間でのコングロマリット形成が規定された。

生産，配送，販売の過程で，不正無きよう企業が監視しあうシステム構築なるも詳細は不

明。 

（30日付ｴﾙ・ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙，ｳﾙﾃｨﾏｽ・ﾉﾃｨｼｱｽ紙，ｴﾙ・ﾑﾝﾄﾞ紙） 
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（６）外貨発給状況 

当地マクロ経済分析会社エコアナリティカは，２０１５年１月から４月の外貨清算が，

前年同期に比し，４１．６％減少したと発表した。原油価格の下落，外貨準備高（輸入外

貨）の減少，物不足等により，２０１５年ＧＤＰ成長率はマイナス７％，インフレ率は１

３０％に達すると予測した。 

（29日付ｴﾙ・ﾅｼｵﾅﾙ紙） 


